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　アメリカの世界的金融危機は、中国経済が内需主導型に切り替わる
絶好の機会を与えて くれた。世界金融危機に対し、中国政府は新 しい
経済発展モデルを提案し、消費の拡大で経済を牽引する政策へ転向し
ようとしている。
　しかし、内需拡大政策が短期的 ・長期的に十分な役割を発揮できる
か、外需の低下が中国経済発展に与える影響を補うことができるか、
財力支持と政策の効果が持続可能であるか、全ては経済発展モデルが
順調に切 り替えられるかどうかに関わっている。言い換えれば、内需
拡大政策は発展モデルの外向型から内向型への転向が成功すること
が、中国経済の長期的 ・健康的発展の大前提である。
　中国経済の発展は世界中が注日する奇跡的な高度成長と同時にH増
しに不均衡な趨勢を見せている。
　中国経済発展の不均衡は下記のように現れている:
　第一、多数住民の生活水準は経済発展 と同等な成長が得られていな
　　　　い
　開放30年前、政府が高投資、低消費の政策を実施 し、国民の生活
水準の向上を長期的に抑制 した。1978年の改革開放以降、政府は政
策を改変し、80年代は消費と経済成長の良性循環を保った。しかし、
90年代になり、最終消費率は緩やかな下降を見せ、2003年からは、
重工業の高速成長を伴い、最終消費率と住民消費率の ド降の傾向は激
化 し、2007年には改革初期の1978年に比べてそれぞれ13%と14%低
下 した。これは、ここ十数年の住民生活水準が経済成長の度合いより
低いことを示すものである。
　第二、投資と輸出に依存 した経済成長により、局部的な生産力の過
　　　　剰を生じた
　90年代以来、低消費率とは対照的に、投資率は40%以上のピーク
期が二度現れていた。それは1993～1995年の平均41,1%と2003～
2007年の平均42.4%であって、そのうち2004年は43.2%にも及び、改
革以来最高の数値を記録 しだ 。これと同時に、鉄鋼、セメント、電
解アルミ、不動産等の業界では投資の速すぎる増加により、生産力過
剰の問題が浮上している。
　第三、政府消費支出の比重が大きい
　最終消費支出中、政府支出が占める比重は、80年代は21.6%、90年
代は24.2%、2001～2006年には26.8%に上昇 し、2007年は最高水準
の27.3%に達 した。これは行政管理コス トの絶え間ない上昇と、住民
消費に対する必然的な 「押し出し」効果を示している。最終消費が低
迷する中、政府支出の比重が大きすぎることで、さらに住民の消費水
準が抑圧されている。
一、内需型成長モデルに転向する必要性
　中国経済発展の30年の中で、消費は経済発展 に貢献することがで
きていない。中国経済成長の外需に対する依存は、2008年lu_界金融
危機の中で顕著に現れた。危機に直面し、中国政府が提案した経済発
展モデルの目的は、内需拡大を通して中国経済構造中の消費と投資、
内需と外需比率の不均衡を是正することである。
　中国政府が実施する経済転向の背景は以下の2点である:
　一つ目は外的要素。アメリカサブプライムローン危機が引き起こし
た世界不況は中国経済を支えてきた外需市場を遮ってしまった。これ
により、内需市場を開拓することは中国が危機から抜け出すiHf一の活
路 となった。
　二つ日は内的要素。中国経済が一人当たりGDP2000-3000ドルの
時代に突入して以来、その経済発展モデルの転向の必要性はH増 しに
急迫している。
　要素駆動型高成長のボ トルネックが日増しに現れており、問題はま
すます深刻である:
　① 大量の土地と自然資源の投入が資源不足と環境破壊をもたらす
　② 資本要素の異常投入が投資と消費の不均衡をもたらす
③ 大量の廉価労働投入による超高速発展が労働力の欠陥を引き起
　　こす
　次に、輸出需要駆動型の高速成長の角度から見て、貿易摩擦のエス
カレー ト、外貨備蓄の大量増加、人民元の平価切.ヒげなどの要素によ
り、中国人民銀行が大量に外貨を購入することを強いられ、資産バブ
ルとインフレーションを引き起こす。
　 また、住民消費の長期低迷、経済成長マイナス効果は経済の持続
的、健康的発展を阻害するL。
二、消費低迷の制度的誘因
　中国の改革30年は中国人の労働意欲を触発 し、強大な生産能力を
形成したが、多数住民の消費需要の長期的不足が消費を抑制し、中国
経済の持続的発展を制約している。
　90年代以降、最終消費率は下降し、2003年から加速 し、2007年に
改革30年来の最低点の35.4%に達 し、歴史的最高点の1985年の52%
より17%低くなった。先進国と30%も違うのである3。
　消費長期低迷の誘因は2点ある:
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1　収入分配の深刻な不均衡
前世紀90年代は、中国国民の収入分配構造に大きな変化が発生し
た時期であった。国民収入が絶え間なく政府 と企業に集中する中、住
民収入の比重は大きく下降した。
　データから明らかなのは、1992年から2007年まで、企業貯蓄が占
めるGDP比重と政府貯蓄が占めるGDP比重は平均 して二倍、前者
は1L3%から22.9%に激増し、後者は4.4%から8.1%に増大する一方
で、住民貯蓄の占めるGDP比重 は横 ばいで、1992年がGDP比
20.3%、2007年も20%の水準を維持している1。近年我が国の貯蓄率
上昇の主要原因は企業と政府貯蓄の増加からきており、一方で住民平
均収入の相対的な下降が貯蓄と消費の抑制の主要原因となっているこ
とを反映している。
　住民収入が国民収入中に占める比重の下降の現れは:
　① 住民収入の中心的出所である労働者幸剛州のGDPにおける比重
　　の下降。
　② 住民収入の国民 「可支出」総収入中における比重の下降。
　　　中国のGDP構造上、労働者報酬が占める比重は、1995年以後
　　毎年下降しており、特に2003年以後、労働者報酬が占める比重
　　は急速に下降する一方、営業利潤の比重上昇は急速な向上に転 じ
　　た。1992年一2005年の間、住民の占める国民 「可支出」総収入
　　比重は68,3%から59.4%まで下降し、89ポイント下落した5。
　③ 都市部と農村部の住民収入格差の拡大、農村住民収入比重の大
　　幅下降。
　　　1983年以後、我が国の農村住民の収入が占める住民総収入の
　　比重は毎年下降しており、1983年の66.9%から2007年の27.3%
　　まで、39.6ポイント下落した。また郊外住民収入の占める比重は
　　逐年上昇し、1983年の33,1%から2007年の72.7%まで伸び、39,6
　　ポイント上昇 した。特に2000年以後、両者は急速な変動傾向に
　　あり、都市 ・農村住民収入の比重差は現在、加速的拡大趨勢の様
　　相を呈している。
　④ 都市住民内部収入の格差拡大、人口比重中多数を占める中低収
　　入家庭の収入比重の下降。
　　　2000年一2007年の問、都市住民の収入増大の主な要因は高収
　　入家庭の存在にあり、住民収入が一部の高収入家庭に集中し、大
　　多数の住民の収入増大は鈍化しており、収入比重はあきらかに ド
　　降の傾向にある。
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図2　 1999-2009年都市部 と農村 部住 民一 人当たり消 費支 出の成長(%)
　 　 　 　 出所:《 中国 マ イ ク ロ経済 情 報 》2009年第29号
　 　 　"上半期 消 費需 求 増 の七 つ の特 徴"中 国 国家 家信 息 中 心
注釈:正 方 形点 線 は農民 一 人 当 た り生 活 現 金 支 出 の実 際 の増 加 を示
　 　 　す。 菱 形 点 線 は都 市 と鎮 の住 民 の 一 人 当 た りの 消 費 支 出 の実
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2.住民収入の加速が経済の加速より低く、消費の成長が収入の加速
　より低い
　1978年以来、中国郊外住民一人当たりの収入が一人あたりのGDP
に占める比重は、1978年の91.7%から2007年の53.4%まで下降し、
郊外住民の消費率変動に対する貢献は一300%である。農村住民の一
人当たりの収入が一人当た りのGDPに 占める比重は、1978年の
35.7%から2007年の20.3%まで、農村住民の消費率変動に対する貢献
は約一44%である。
　同時に、中国郊外住民の消費傾向も、現在おおむね下降傾向にあ
る。郊外住民平均消費傾向は1978年の1.18から2007年の0.86まで、
0.32ポイン ト下落 した。郊外住民の消費率変動に対する貢献は約一
133%である。農村住民の平均消費傾向は、1978年の1.03から2007年
の0.79まで0.24ポイント下降し、農村住民の消費率変動の貢献は約一
26%である6。
三、不動産消費の 「押 し出 し」効果
　投資と消費の比例関係の不均衡は目ド中国経済の突出した矛盾点で
あり、消費需要の構成から見て、消費需要の不足は主に住民消費需要
の低迷に現れている。住民消費支出の構成から見て、最近の住宅価格
の高騰や過剰な住宅消費負担は、ほかの項日における消費を抑制して
いる。
　中国不動産業の中国経済発展に対する貢献は、主に投資への牽引効
果に現れている。不動産業の非合理的発展に対する抑制作用、及び消
費に対する 「押し出し」効果は重視されるべきである。
　中国の不動産業市場は人口、都市化過程、旧市区改造、投資 「投
機」などの要素から見て、確かに大きな市場ポテンシャルを秘めてい
る。 しかし、これらの需要がうまく発揮されるかどうかは、住宅価格
と消費者の実際的支払い能力により決定される。
　まず、住宅価格から見て、1998年を境 に、商業住宅の販売額の社
会消費総額に占める比重は、以前の5、6%か ら15%以上までに迅
速に上昇した7。この変化の過程の中で、上地価格の変化が最も顕著
であった。1998年の 「住宅改革」以前、土地は生産要素としての価
値はなく、また土地は社会の再分配とは関係がなかった。1998年以
降、地価は騰貴した。土地が生産要素として社会の再分配に参加し始
め、企業と政府はその中から大きな利益をx得 し、企業備蓄と政府備
内需拡大と 「国富 ・民不富」の現実的挑戦　"土地財政"制度に対する検討 43
1臨__
1°8こニ 一ー　 ＼》/　 一.
?
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一」
　 　 　 　 1997　1998　1999　`2000　2 01　2002　`2003　2004　`2005　2006　2007
　 　 →一秀譲建物'」「均ltds売価格　　盈　住 宅　　ゑ　オフィスビル　 ;喬 業用建物1
図3　 1997-07年用 途別 商 業住 宅 の平 均 販JL価格(単 位:元/平 米)
　 　 　 　 　 　 　 　 　 出 所:中 国統 計 年鑑2007
蓄の総備蓄中の比率は上昇 し、住民の社会総備蓄に占める割合は下降
した。
　このほか、商業住宅販売額の都市住1L総収入に占める割合から見
て、1998年都rli住宅制度改革以降、この割合は迅速に跳ね上が り、
2005年には25.41%にまで.トり、1998年に比べて16.52%も高かった。
都市住民消費支出の一人当たり可処分収入に占める割合を比べると
(2005年は7.7%)、商業住宅の販売額の都市住民総収人に占める比率
は実質的に住民の住宅購入支出状況を反映 し、2005年都市住民収入
の4分の1は住宅購入に使われたことを示しているs。
　また、消費者の実際的支払能力から見て、"住宅価格収入比9"分
析法を使い、世界銀行の標準で測ると、住宅価格収入比は3～8
の問が最 も合理的な区間だとされている。 日本の住宅価格収入比
は約5、 アメリカの住宅価格収入比は約3、 サンフランシスコ、
東京、ニューヨーク、ロンドン、シ ドニーなどの国際主要都市の
住宅価格収入比 は約4.4～8.5である。統計によれば、最近の中国
国内における住宅価格の大1隔な引き.トげにより、住宅価格収入比
は既に10を超え、国際平均 を大きく上回っている。
　北京、h海 、深f!llなどの主要都市の住宅価格収入比は既 に13を
超えている1°。つまり、飲まず食わずの、普通の中国家庭が一件の
住宅を購入できるまでには、最低でも10年の時間が必要 となる計
算である。目下III国の実際的状況から見て、中低収入家庭の実際
的購入力はとて も低 く、住宅購入の主な買い手は、上流中産階級、
高収入階級、及び収入が最 も高い消費グループである。各収入階
級か ら見て、上流中産階級の住宅価格収人比は6以 下である0
　上述の事実 に基づき、中国の住宅制度改革が もたらした最も重
要な経験 と教訓は:過 度の住宅市場化は低収入層 を住宅消費市場
か ら追い出し(「押 し出し」)、経済構造の不均衡を生み出 した。住
民住宅消費支出の増加の速度過剰、また銀行住宅 ローンに対する
過度の依存は、住宅以外のほかの消費に深刻な 「押し出し」を与
え、消費が経済成長に対する貢献を長期的に低いレベルにとどめ
ている。
四、「土地財政」制度の役割とその欠陥
　20世紀90年代後半の中国では、経済発展地区の都市の急激な拡張
が、中国経済の高成長の主要な推進力であった。地方政府が主導 した
都市拡張過程において、「土地財政」は重要な役割を発揮 した。 ヒ地
の利用によって政府は、直接収益(税収入と譲渡金)と 間接収益(土
地融資)を得、地方政府が都市建設発展資金を拠出し、財政不足を改
善し、確実な都市拡張戦略の重要手段とした。
　地方財政は土地収入に深く依存し、経済がより発達する地区、地方
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図4　2007年地区、用途別商業住宅の平均販売価格(単位:元/平米)
　　　　　　　　　 出所:中国統計年鑑2007
政府であればあるほど、政府による 「土地ころがし」がより激しさを
増す という狂気じみた現状は、「土地財政」は決 して中国不動産上昇
の主要因になるだけでなく、農民が ヒ地を失うなどの社会問題を作 り
出す主な禍根となることを示している。
　「土地財政」は、通常、中国の現在の体制が、地方財政の過度な土
地による税収と融資収入などの異常現象を生み出している事を示す。
政府財政は、予算内では都市拡張が生み出す巌業税収の予算効果に頼
り、予算外では土地譲渡金収入で金を生み出す道に頼るという、名実
ともに 「土地財政」である。
　中国の地方政府が土地を利用 して金儲けする方法は:① 一卜地の譲渡
を通 して譲渡金を手に入れる;②不動産業を発展させ、税収を増や
す;③土地を担保にして債務収入を得ること、の3つ である。
　この3つ のうち、土地の譲渡を増やす方法 と、不動産を発展させる
ことで税収を増やす方法の貢献が最も大きい。その作用は以下の通 り
である:
1.土地譲渡金2が地方政府予算外収入を増加1皆せる作用
　中国経済の市場化改革以来、土地は重要な生産資源や自然資源とし
て、その使用制度は重大な変革を経験してきた。次第に計画経済下の
時の無償の土地配分と使用制度から市場化の供給時代に移行 してき
た。
　現在、公益性用地 と工業用地は概ね各々政府譲渡地の30%-40%
程度を占め、残 りの20%-40%が商業用地である。一方、経営性用
地は政府に巨額の土地譲渡収入をもたらすことができ、 したがって
「招」「拍」「桂」1乏いう方式で譲渡された土地の比率は常に増大し、
ある地方では、その比率がすでに、約50%以ヒを越 している。一方
で、政府が共有地徴用と国有地譲渡において　rに独占的地位にある
ので、安い徴用補償費によって農村共有地を徴用 し国有地とした後、
それらを今度は数倍から数 卜倍の高い譲渡価格で譲渡する。このよう
なやり方を通じて、地方政府は巨額の土地譲渡収入を得た。
表1　土地譲渡収入と予算内収入の比重状況
年
2001-2003
LOO4
2005
2006
2007
土地譲渡収入(億元)
9100
5894
5505
7000
12000
予算内収入(億元)
17653.28
11893.37
15100.76
18003.58
比　重
0.515485
0.49557
0.364551
0.382439
出所:董再平 「地方政府による土地財政の現状、成因と管理」。
　　　　　　　　　「改革研究』2008,/0。
表2　地方予算外収入及び変化:1982-2005年
?
1982
1989
1986
1988
1990
1992
1994
1996
1997
1999
2000
2002
2004
2005
地 方 　 hr-rI内
　 収 入
　 865.5
　 977.4
1.343.6
1582.5
1944.7
2503.9
2311.0
3746.9
4424.2
5594.9
6406.1
8515.0
11893.4
15100.8
地方r算外
　 収入
532.0
717.9
/020.7
/453.6
1635.4
21h7.2
1579.2
2945.7
2680.9
3154.2
3578.8
4039.0
4348.5
5141.6
予算内収人に占める
地方予算外収入の割合
0.61
0.73
0.76
0.92
0.84
0.86
0.68
0.79
0.61
0.56
0.56
0.47
0.37
0.34
中央壬算に占める
地方r算外収入の割合
].97
1.53
1.42
1.60
1.52
1.L6
5.57
3.11
18A8
13.69
14.45
9.18
12.40
12.77
出所:周 黎安 《モデルチェンジ中の地方政府》
　　上海人民出版社　2008年11月　180p
2.「発展不動産」が地方税源を増加させる作用
　中国の不動産産業において、上地使用権譲渡から不動産開発、譲
渡、保有などに至る形態の中で、計ll種の関連税が存在する。税分
配制度では、企業所得税、個人所得税が中央と地方によって享受され
るほかは、その他の税入はすべて地方政府の所有に帰する。この制度
設計は地方政府が大規模な土木建設によって税収の劇的な増大を図る
よう強い刺激を与えている。
　現在、不動産と建築業税収入は地方財政予算内の収入の40%を占
めてお り、地方税収中最大の上げ幅を持つ二大事業である。2007年
10月、全国不動産税収入が占める地方財政収入の比重は30-40%に
達する。例 えば、不動産業税収が占める地方税収入の比率は、2006
年の成都が40%、2007年の重慶は50.8%であった15。
3.「土地財政」の制度的欠陥
　「土地財政」が税再分配体制における地方財力不足や、公共品供給
融資難を緩和し、中国都市化発展について一定作用を発揮したとして
も、「土地財政」の節度の無い上昇により、多 くの弊害が経済安定発
展に対してマイナスの影響を与え始めるだろう。
　「土地改革」の主な制度的欠陥とは:
　第一、独占的レントシーキング行動
　土地資源は大変貴重な生産要素だが、政府関連機関の土地独占は、
巨大なレントシーキングされる空間を提供 した。土地によるレント
シーキングは市場経済システムの枠組みのもとで行われる独占的なレ
ントシーキング行動である。中国における土地徴用、譲渡の過程で、
政府は"行 政執行者"と しての権力 を利用 して、安価な行政価格
で農村共有土地を買い.ヒげ、その土地の所有権 を獲得 して、再び
土地使用権 を商業資源に転換 して、市場価格で売却する。国家の
土地権の大部分は、土地計画、使用、定価などの専制決断権を有
する地方政府機構によって代理行使ができ、権力の過度な集中は
権力によるレントシーキングをもたらし、不動産企業は、レン ト
シーキング手段で土地開発をや らざるを得ず、最後に不動産市場
で、高額不動産 としての市場でのうわべだけの価値をまとい、充
分な商品化、市場化が行われた。行政価格 と実際の市場価格の間
の差額が、「レントシーキング」行為を生む温床であり、また地方
政府を ヒ地の大量売却に駆 り立てる主要誘因でもある。
　 第二、便宜的な政策としての 「十地財'政」は、財政規則的発展
モデルに向け、多 くの都市税収の超過増大を生み出し、産業のい
びつ な発展、各地方の製造業、建築業 ない しある種のGDPと 財
政収入を急速に生み出す不動産業の傾斜発展を生むことで、地方
産業構造の過度な"工業化"と"都 市化"を 招 くことになった。
　第.{、「⊥地財政」は国民利益 を深刻に殿損 している。中国の土
地は公有制であ り、 したがって公共財政の角度からいって、土地
譲渡金中の徴用費と土地所有者権益は、政府財政収入分配の重要
手段である。 しか し、データか ら明らかなのは、全国多数の地方
土地譲渡資金の分配比率は、農民5%～10%、村落共同体25%～
30%、政府および仲介会社60%～70%[1〕。譲渡過程 における各不
動産権主体の不平等な地位、貿易の不公平は、農民 に地価増大の
収益権の享受を無 くさせ、多 くの農民が生産活動 を止め、生活の
基本資産 を失い、土地を失い、また失業 した弱勢力 に陥 らせてい
る。
　一方、市場化の方式で高い価格で土地を売 り、それに地価がい
びつに高いことと、開発商と投機者の利益追求の相乗効果の結果、
不動産価格のエ ンジンを通 して不動産市場で再び収入と財産の再
分配を起 こす。不動産市場での価格の変動は、不動産市場 におけ
る売 り買い双方に影響を及ぼすのみならず、強い財産譲渡の効果
を有する。不動産市場 における財産譲渡の効果は主に以下の方面
で作用する:財産をお金持ちに移動させ ること、農村から都会へ、
貧乏と辺境の地域から都市へ財産を運ぶこと、社会の財産 を不動
産業者 と政府に渡すこと、社会の財産 を投資の手段でな く投機の
手段で入手すること、資金源は商業投資でなく不動産売買である
こと。これらは経済発展の 「歪み」をもっと厳 しくする。
　土地財産の制度において、政府は全民の養老、医療、住宅など
の基本社会保障を解決する面で対策を提 出で きない一方、新 しい
不公平 と激化する社会矛盾を作る 「桶の製作者」にもなる。至極、
偏っている政府の行為の前に、中国 という世界で消費市場 を刺激
し活性化することは、荷が重 く道も長い。
五、「土地財政」形成の誘因
　「土地財政」の成因は以下の3点 に見 られる。①政府の二元的身
分;② 「財権」 と 「事権」のアンバランス;③GDPを 基準 とする
「政績考課」への 「駆動」17。
　第①、政府の二元的身分
　程揺の指摘によると、:政府は行政と市場主体の二つの役割を同時
に兼任しており、市場の管理者でもあり、また土地一級市場の独占提
供者として市場の二元機能に参与するため、政府と市場の境界を混同
するのは当然である。つまり政府として土地を管理する機能と、経済
人として土地を経営する二つの機能を一身にすることで、政府は土地
市場の政治利益を、また経済利益をも誘導する結果となる。土地権利
の二元化という情勢の中で、中央政府は政治利益を偏重し、地方政府
は経済利益を偏重し、両者の仮面夫婦的 「利益相反」関係は、必然的
に中央政府政策の執行効果を損ねている。
　中央と地方政府の土地に対する 「利益相反」関係は具体的に言う
と:①中央と地方の執政理念の違いがある。中央政府は土地所有権を
代表し、また市場管理権を代行する;地方政府は使用権を代理 し、経
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営権を行使する。②中央 と地方の土地利用における目標の違いがあ
る。中央は土地の資源価値を重視し、地方は土地の資産価値を重要視
する。中央は社会調和と経済の持続的発展を目標 としているため、耕
地の保護を主張する。地方は政治実績、財政考慮、建設を主張し、大
量の土地を占有する。中央の土地徴用実行の目標は、社会を発展 させ
る公共事業、社会と経済の持続可能な開発の補償であり、地方の土地
徴用の目標は地元経済の発展と政府高官の政治実績、昇進、栄誉と賄
賂などの自己利益である。
　第②、「財権」と 「事権」のアンバランス
　1994年に実施した税制改革の後、財の決定権は上へ、事の決定権
は下へ、という政策において財政収入は中央に集中、事の決定権は地
方政府に任すとの政策は地方政府に過度の財政負担を与えた。分税制
の規定により、土地の対価は地方政府の固定的な財政源としてその全
部を地方に帰属させ、不動産と建築業者の営業税 も含めて、全部地方
に帰属させる。この政策は中央が地方を財政難から救う 「便宜の計」
といえる。そして、この制度があればこそ、地方政府が予算外に土地
の価格を高めることを通じてもっと多い一ヒ地の対価を入手し、予算内
では不動産価格を高めることを通じてもっと多い不動産税 と建築税を
入手する。十地は地方政府の最大の自由に支配できる経済資源とし
て、政府の財政支出の柱となる一方、土地財政も新型の政府運営モデ
ルとして全国で普及している。中国政府は、恐らくこの 「便宜の計」
こそが、未来の中国経済の健康溌展を阻害する大きな制度上の陥穽と
なることを予想してはいなかった。
　据国務院発展研究センターの研究プロジェクトの調査によると、現
在、地方政府が徴収 した十地の基本的な分配の比率は:イ ンフラ、道
路、学校等公共目的用地は30%-40%;工業用地は30%-40%;商
業と住宅用地は30%、商業住宅用地の半分は福祉的な住宅建設に使
うので、ほんの15%しか商業用地と不動産に使えない。そこで、地
方政府は15%の土地か ら儲けなければならない。言い換えれば、地
方政府が土地で儲かるためには全体を占める15%の商業用地で85%
を超 える非商用土地のコス トを儲けないと利益が生まれない[8。この
体制のもとで、地方政府が1地の商売に走ることは当然といえるかも
しれない。
　第③、GDPを 基準とする政績考課への 「駆動」
　改革開放以来、次第に中央政府の地方政府に対する考課はGDPと
財政収入の数字目標に偏ってきた。地方政府の昇進は主に地域の
GDPに左右されるので、地方政府は短時間に、最大の財政収入 と実
績をあげるために、長期の利益と公共利益を規制する行動をとること
になったのである。地方政府は経済の参加者と政治の参加者の二重の
身分を持つため、利害相反の結果、自らの利益に有利な行動をとる動
機が ト分にある。
　「土地財政」はさまざまな矛盾の集中的な現れであり、その各種問
題の根源は制度自身にある。"⊥地財政"制 度の中国経済発展不均
衡を促す作用はます ますはっきりとなってきている。内需拡大の
経済転向を実現するためには、地方政府の"土 地財政"に 対する
高度依存 を生み出す制度的枠組みや、既にある財政体制 と政績テ
ス トなどの関連制度 を根絶する必要がある。政府が聾断する一級
土地市場の局面を打破 し、地方政府の建設用地における"地主"
と土地経営者 としての役割を改変する必要が ある。一歩ずつス
ムーズな組織構造と評価メカニズムを整備 し、「主体多元」の 「績
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効考評」テス トメカニズムにおいては、経済成長、行政効率、環
境保護、社会治安、公共設備、公民教育などをテス ト内容に取 り
入れ、"経済、社会、人、生態"の 四大ブロックを通 して 「科学発
展観」のある政績テス ト指標 システムを建てることによって、官
員 「績効」と政府 「績効」の友好的整合 を実現することができる。
終わりに
　中国経済発展において、内需不足、消費低迷が大 きなネックであ
る。このネックを形成した根本的な原因は三点が指摘できる。第一
は、中国現行の所得配分制度は政府、企業に傾斜 しすぎ、「国富 ・民
不富」の現状が消費を抑制した。第二、国が再配分する過程で大きく
開いている所得格差を十分調整 しなかったことに、官僚の腐敗や政府
の独占が重なっていくことで、富者が更に富み、貧困者が更に貧困す
る状況が益々深刻になっている。
　第三、「土地財政」の枠組みの下で、住宅の高価と住宅の過度消費
が消費全体 を 「押 し出し」、急に金持ちになった富階層を作 り上げ
た。住宅資源が金持ち層に集中したことで、貧富の差を拡大しただけ
でなく、数多 くの住民の居住環境を改善する願望を遠いものにし、ま
たは多 くの住宅消費者を 「住宅ローンの奴隷」にしたのである。
　改革30年を通して、「国富」の問題が解決できたことに対 し、これ
か らの30年は 「民富」を実現 しなければな らない。「民富」の実現
に、政府を中心とする制度 ・政策を変えて、民を中心 とする制度 ・政
策作 りが必要である。政府が社会財産を過大に制御することは 「大き
い政府」となり、「大きい政府」のもとでは 「民富」が実現できない
であろう。そのため、政治体制の改革を進めること、国家権力による
社会財産の支配規模を削減すること、腐敗と独占による所得配分の二
極化を解決すること、中間層を拡大することなど、内需拡大に必要と
なる良好な社会基盤を構築しなければならないことは明らかである。
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